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　　　　　　　　　　日本企業の組織構造について
戦後の日本企業の組織構造を、日本的事業部制、分社制、カンパニー制、純粋持株会社に焦点を当てながら見ていこうと思う。

· 日本的事業部制について

企業の組織形態として最も基本的なのが、

職能部制…自らの事業を遂行するために事業内容をいくつかの職能部門に分けて役割分担する。その上で、それらの職能の遂行状況を監視する経営トップが集権的に一元管理する一つの組織体系。

である。そして、企業の成長により事業が多岐に渡ると、特に事業の多角化が旺盛な企業において、

事業部制…事業分野毎に、事業遂行に必要な「開発・生産・販売」の機能を備えた自己完結的な組織である事業部が複数設けられる組織構造。事業部はそれぞれが自律的な意思決定単位に分権化されており、独立採算制をとる。つまり複雑化した企業が、企業内部の分権化、権利委譲をはかるためにとるのが事業部制であるといえる。

へと転換が図られる。

これらを前提とした上で、日本型事業部制について考えると、その特徴は以下の３つで

ると言える。

　　

　　１　事業範囲の狭い製品別事業部であることが多い→事業部数の増加→事業本部の設置、事業部の分社化へ

　　２　利益責任単位ではあるものの、開発・製造・販売の三職能を完備した自己完結的な事業部でない

３　分権的な組織単位であるとはいえ、本社との結びつきが強く、分権の度合いが限られている→現場の意思決定と本社の戦略的意思決定が分離しないため、日本企業の優利な点とされることも。

· 分社制について

日本企業は、上で見た日本的事業部制をとりながら、また他方で親会社のスリム化を図るために、自らの内部の事業単位を次々とスピンオフして分社制を採るようになっていった。事業部制は企業の組織内部での分権化であったのに対し、分社制は企業の組織外部への分権化であると言える。

· カンパニー制について

親会社はスピンオフによる分社化によりスリム化し、子会社を設立・配置し、企業グループを形成し、自らは事業持株会社としてそのメリットを享受した。しかし、全ての事業をスピンオフしてしまうことに関しては、自らの本業が「株式所有により他社の経営を支配する」ことのみになってしまうため、１９９７年の純粋持株会社解禁まで不可能であった。そこで、日本的事業部制、分社化に続く新たな試みとしてカンパニー制が登場する。

カンパニー制…社内分社制、社内資本金制とも呼ばれる、分社制から更に進んだ、親会社の組織を「コーポレート」と「カンパニー（社内分社）」とに分社する制度。つまり、親会社に残された主力事業部門を疑似分社化するが、それらは「カンパニー」として社内に留め置く組織構造。

カンパニー制は、成長性が低下し、パフォーマンスも低下した日本型事業部制を取り入れている企業が、更に多角化する必要に迫られた時などにとる戦略である。このカンパニー制を初めて取り入れたのがソニーである。

· ソニーのカンパニー制について

ソニーは１９９６、１９９９年にカンパニー制を再編成しているがここでは１９９４年のカンパニー制の導入について述べる。

１９９４年、ソニーは１９事業本部・８営業本部から成っていたが、それらを８つのカンパニーへと改組した。具体的にカンパニー制が従来の事業本部と異なるのは主に以下の点である。

１　各カンパニーの責任者はプレジデントと名づけられ、年２回のカンパニー経営会議で経営目標を設定することとなった。

２　一定規模内の投資決済権、カンパニー内部の人事権が拡張された

３　カンパニーごとの損益計算書責任だけでなく、賃借対照表責任もプレジデントが負うようになった、つまり損益のフロー管理だけでなくストックについても重視されるようになった

４　プレジデント決済額は一回５億円から１０億円に増額

つまりそれぞれのカンパニーは一個の企業としての体裁が与えられたのである。

以上の改組の結果、

１　ソニー社長はカンパニーに資本金を割り当てることによりいわば株主の視点から各カンパニーに対する調整と監視の役割を果たす

２　分社化では求心力が低下してしまいがちだが、社内分社によって、ソニー本社の求心力を失わず、権限委譲を実現させる

こととなった。

· 純粋持株会社について

まず持株会社には事業持株会社と純粋持株会社の２種類がある。

事業持株会社…本業を行う一方で、他の会社を支配する会社

純粋持株会社…他の会社を支配することを本業とする会社

このうち、従来認められていたのは事業持株会社だけで、独占禁止法により戦後禁止されていた純粋持株会社は１９９７年に解禁されるようになったばかりである。

純粋持株会社の採用理由は効率的な内部労働市場の構築にあり、これはカンパニー制と同様である。カンパニー制と純粋持株会社の相違点は、

（１）

カンパニー制…親会社のみを対象としたリストラクチュアリング

純粋持株会社…親会社に加え既存の傘下企業を含むグループ全体を対象としたリストラクチュアリング

であること、つまり資源配分の範囲が異なる。

（２）

　　　また、純粋持株会社においては、

　　　１　直接管理する資源が傘下企業の株式のみになるので、親会社がこれまで資源管理から得ていたベネフィットが著しく減少する

２　事業持会社と異なり、規模拡大から私的ベネフィットを得にくい

　　　これらの特徴により、純粋持株会社の経営者は資金の私的流用が行いにくい。

つまり逆に言えば、純粋持株会社の採用により、市場に資金流用を行わないことを伝える情報効果が生まれ、株主にプラスに評価される。反対にカンパニー制は社内分社制であるから資金の流れは不透明で、株主からはマイナス評価を受けることが多い。

以上が大まかなカンパニー制と純粋持株会社との違いであるが、最後に１９９７年の純粋持株会社解禁の引き金ともなったＮＴＴのケースについて調べてみた。

· NTT、純粋持株会社の採用について

NTTは金融・保険業を除いて親会社を純粋持株会社とする組織再編を最初に実地した企業である。

本来NTTは自ら固定電話事業を行うと同時にNTTドコモなどの傘下企業を通じて間接的に事業を行う事業持株会社だった。

→１９９７年７月１日、直接行ってきた事業を新たに設立した３つの子会社へ営業譲渡。つまり、東西の固定電話事業に従事する東日本電信電話および西日本電信電話、長距離電話事業に従事するNTTコミュニケーションズを設立、これらの企業へ既存の事業を営業譲渡。そして、これら３社の株式はNTTが１００％所有。

　　これによる組織内の変化は、

１　親会社の有形固定資産額が激減、逆に投資額急増

→連結総資産の内訳はほぼ変化なし

２　親会社の従業員激減（138150人から3,475人）

　　→連結ベースではほとんど変化無し

以上のようになった。

ＮＴＴは組織再編以降における親会社の役割について、基礎的研究開発と共に傘下企業全体に対する戦略策定を担うことであると発表している。
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